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第 2 章 現代の日本企業が抱える人事制度 
この章では、人事労務系の専門機関による各種アンケート・調査より、現代の日本企業
が感じている人事制度上の課題及び実施している人事施策について考察していく。本章で
は、4 つのアンケート調査を見ていくが、いずれも実施時期が 1～2 年であるため、より最
新の動向を把握できると考え、これらの調査を参考にしている。 
 
第 1 節 日本生産性本部（2012）「『人事部門が抱える課題とその取り組み』に
関するアンケート調査」2 













チベーション向上」（25.9%）が上位 5 項目となっている。 
 さらに、最も重要な人事課題（一つのみ回答）については、「次世代幹部候補の育成」
（17.3%）が最多であり、以下、｢優秀な人材の確保・定着｣(14.6%）、「賃金制度（評価制
                                                   
2本調査の実施概要は以下のようである。（日本生産性本部（2012）p.1） 
「調査名：2012 年度『人事部門が抱える課題とその取り組み』に関するアンケート調査、
実施時期：2012 年 7 月、実施方法：アンケート調査票郵送方式、調査項目：1．直面して
いる人事課題と解決策 2．人材力強化に対する問題意識と具体策、調査対象：『生産性新
聞』を購読している企業の人事部門長、回答企業数：185 （業種別：製造業（70 企業、
37.8％）、非製造業（109 企業、58.9%）、 無回答（6 企業、3.2%））（正規従業員：300 人







表 1 直面している人事課題 
 現在直面している人事課題 最も重要な人事課題 






















 2009 年から 2012 年の４年間の調査結果を表 2 にあげる。表 2 によれば、人事管理上の
最重要課題として「次世代幹部候補の育成」が４年連続でトップとなっており、普遍的な
テーマであると言えそうである。また、「賃金制度（評価制度も含む）の改訂」は 6 位か







表 2 最重要課題・上位５項目の経年変化 
































ロー バル人材の 登 




























表 3 業種別比較 
 製造業 非製造業 












5 位 「組織風土の変革」（10.0％） 「従業員のモチベーション向上」（9.2％） 
出所：日本生産性本部（2012）ｐ.5 を参考に筆者作成 
 











表 4 従業員規模別比較 






















































第 2 節 日本経済団体連合会（2012）「人事・労務に関するトップ・マネジメ
ント調査」4 
 
第 1 項 本調査を取り上げる目的 







第 2 項 労使交渉・協議等について 
 本調査によれば、74.3％の企業で労使交渉において雇用の維持・安定に関する議論がな
されず、この水準は 2009 年を境に年々上昇している（p.4）。これは、2008 年のリーマン・
ショック不況の影響による経営環境の悪化を受けて高まった、労働組合側の雇用に対する








回答状況としては、有効回答社数 578 社（回答率 30.6%）であり、その内訳は産業別では
製造業 269 社（46.5%）、非製造業 285 社（49.3%）、無回答 24 社(4.2%）となっており、























第 3 項 経営強化に向けた人材の活用促進について 
 「経営環境の変化等を踏まえ、近年、特に重視している中核人材」（p.8）として、61.3％





































第 5 項 高齢従業員の雇用確保について 
 「高年齢者雇用安定法の改正にともない必要となる対応」について質問では、高齢従業
員に対する処遇の再評価が考えられていること11や、「若手とペアを組んで仕事をさせ、後































第 3 節 日本生産性本部（2013）「第 13 回 日本的雇用・人事の変容に関する
調査」12 
 
第 1 項 本調査を取り上げる目的 
 本調査では、人事上の課題のうち、主に賃金や処遇といった報酬関連の調査がなされて
おり、その点についての現在の日本企業の動向を把握するために、本調査を参照すること
                                                   
12実施概要は以下のとおりである。（日本生産性本部（2013）p.26） 
「調査名：『第 13 回 日本的雇用・人事の変容に関する調査（旧、日本的人事制度の変容
に関する調査）』、実施時期：2012 年 10 月下旬～2012 年 11 月中旬、実施方法：アンケー


























                                                   
13 この調査では定期昇給を「狭義としての定昇、すなわち年齢や勤続年数に応じて毎年全
員が一定額（率）昇給する仕組み」と定義している。（日本生産性本部（2013）p.2 注 1） 
















































                                                   




表 6 賃金制度の組み合わせ 
  管理職層 非管理職層 
単一体系 年齢・勤続給：0.6％ 年齢・勤続給：1.9％ 
  職能給：9.1％ 職能給：14.9％ 
  役割・職務給：24.7％ 役割・職務給：11.1％ 
二制度併用 年齢・勤続+職能給：4.5％ 年齢・勤続+職能給：19.5％ 
  年齢・勤続+役割・職務給：2.6％ 年齢・勤続+役割・職務給：4.5％ 
  職能給+役割・職務給：37％ 職能給+役割・職務給：20.8％ 
その他 三制度併用：14.9％ 三制度併用：22.1％ 
  いずれも導入せず：6.5％ いずれも導入せず：5.2％ 
出所：日本生産性本部（2013）p4「図表 11」を参考に筆者作成 
 








































第 4 節 労務行政研究所編集部（2013b）「人事労務諸制度の実施状況」18 
 
第 1 項 本調査を取り上げる目的 
 労務行政研究所編集部（2013b）では、人事制度の幅広い分野について調査を行ってお
                                                                                                                                                          
（4.5％） 
ない＝「ないが、今後導入にむけて検討中」（30.5％）+「ない、今後も予定なし」（57.1％） 
18調査概要は以下のとおりである。 (労務行政研究所編集部, (2013), p. 34) 
調査名：「人事労務諸制度実施状況調査」。 調査対象：全国証券市場の上場企業（新興市
場の上場企業も含む）3432 社と、上場企業に匹敵する非上場企業（資本金 5 億円以上か
つ従業員 500 人以上）304 社の合計 3736 社。ただし、持株会社の場合は主要子会社を対
象としたところもある。 調査時期：2013 年 1 月 7 日～3 月 11 日。 集計対象：調査対
象のうち、回答のあった 214 社。 調査項目：[1]実施状況（大別して 15 分野・176 項目




















第 3 項 労働時間・休暇関連 
 労働時間・休暇関連の制度の実施率(p.46)を見ると、残業削減策の実施は全体の 77.1％






第 4 項 人事管理関連 
 人事管理関連の制度の実施率(p.53)から、「職能資格制度」が 54.7％と半数以上の企業に


























 また、近年増加傾向にあるのが「メンター制度」であり、07 年に 8.3％であった実施率


























第 5 節 各アンケート調査の考察 
 





































第 3 章 報酬制度について 









































第 2 節 成果主義 









































 また、成果主義の適用方法には様々な組み合わせが考えられる。以下の図 2 を見てほし
い。 
 










































































図 3 主観的業績評価の概念図 
 






の表 7 のようにまとめている。 
 
表 7 主観的業績評価の長所と短所 
長所 短所 
  定量的業績指標の歪みを矯正する   バイアスを受けやすい
  報酬決定に伴うリスク軽減する   フィードバックを提供しない
  業績評価に柔軟性を付与する   不公平感を受ける
  革新行動を促進する   「いいわけ文化」を醸成する
  挑戦を促す   評価者の負担が大きい
  情報共有による組織学習を促進する   
  相互作用を促進する
  環境適応を促進する












第 4 章 成果主義ケース紹介①失敗事例 


















第 2 節 富士通株式会社 
 
第 1 項 富士通の成果主義人事制度の概要 
31 
 












「シリコンバレーでは 20 年も 30 年も現役で働く人間などいない。40 代で引退し、静か


















































































































みは以下の図 6 のようになっている（城（2004）ｐ.53）. 
 











p.53 に添付されている 1998 年当時の資料によれば、「SA：10％、A：20％、B：50％、C：
15～20％、E：＊％」となっている。なお、E 評価は該当者がいる場合のみ使われる評価
であり、ほぼゼロ％とされていたそうである。この比率に合わせて再評価を行うというこ



































































第 2 項 富士通の事例まとめ 




























第 5 章 成果主義ケース紹介③導入後縮小事例 

























第 1 項 丸紅の人事制度の概要20 








まとめたのが以下の図 2 である。 
 




この図の中心に位置する「HR 戦略会議」は経営層 9 人で構成され、議長は社長が務める
機関である。トップマネジメントが人事戦略の道筋を決定するため、人事施策の展開を迅
速に行うことが出来るようになったという。また、ここでの議論により「現場主導」と「選












の前に 2011 年の改革以前の人事制度について簡単にまとめておく。 
 
 まず、丸紅は 2000 年に、従来の制度21に以下のような問題点が発生したため、成果主義
的人事制度へと舵を切った。その問題点とは、「会社に対する貢献度と処遇の不一致」や「職
能資格等級による人員配置の制約」といったものであった（同 p.35）。これらに対処する















                                                   
21 ここで、従来の制度とは、一般的な職能資格制度を指す。具体的には、等級ごとに就く
ことのできる役職が決まっており、評価は、資格・給与を決める「能力評価」と賞与を決





































対応できる人材を『早く』『大きく』育成する」（同 p.40 図表 7）ことを目指し、以下の 2











































































グループⅠには 4 つのバンド、グループⅡには 11 個のバンドが用意されていて、バンド
によって報酬額は変わってくる。図 8 はこの制度のイメージ図である。 
 
  
                                                   
24 なお、「総合職の人員構成は、参与：5 人程度、グループⅠ：200 人強、グループⅡ：
2000 人程度、J グレード：1000 人弱」となっている（同 p44 図表 11 の注 3）。参与とは、
今回の 2011 年改革で新設された役職で、管理職層の上に位置づけられる。  
47 
 
図 8 管理職層の資格制度のイメージ図 
 
出所：労務行政研究所（2013）p.44、p.37 図表 1 を参考に筆者作成 
 
各人のバンドは従来通り、過去 3 年間の評価結果の累積に応じて毎年変動する。なお、通




























































第 2 項 丸紅の事例まとめ 
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